
 

防府市低炭素建築物新築等計画認定取扱要領 

                   平成２５年４月１日制定  

（趣旨） 

第１条 この要領は、都市の低炭素化の促進に関する法律（平成２４

年法律第８４号。以下「法」という。）第５３条第１項に定める低炭

素化のための建築物の新築等に関する計画（以下「低炭素建築物新

築等計画」という。）の認定に係る事務に関し、必要な事項を定める

ものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要領において使用する用語の意義は、法に定めるところ

によるほか、次の各号に掲げる用語について、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

(１) 申請者 低炭素建築物新築等計画の認定を受けようとする者

をいう。 

(２) 認定申請 低炭素建築物新築等計画の認定に係る申請をいう。 

(３) 審査機関 山口県を業務範囲とする住宅の品質確保の促進等

に関する法律（平成１１年法律第８１号。以下「品確法」という。）

第５条第１項に定める登録住宅性能評価機関（住宅用途の建築物

の審査に限る。）及び建築物のエネルギー消費性能の向上に関する

法律（平成二十七年法律第五十三号。以下「建築物省エネ法」と

いう。）第１５条第１項に定める登録建築物エネルギー消費性能判

定機関（非住宅用途の建築物の審査に限る。）のうち、山口県を業

務範囲として建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第７７条

の２１第１項の指定確認検査機関に指定されているもの（以下「山

口県指定登録建築物調査機関」という。）をいう。 

(４) 申請書等 法第５３条第１項及び第５５条第１項に係る認定

申請書及び変更認定申請書をいう。 

(５) 技術的審査 低炭素建築物新築等計画の法第５４条第１項に

定める基準への適合に係る審査をいう。 

(５)の２ 適合証等 防府市手数料条例（平成十二年防府市条例第



 

十九号）別表４６の４項の「適合証」及び「市長が別に定める書

類」をいい、別表に定める適合証等の欄のいずれかの書類をいう。 

(６) 届出 建築物省エネ法第１９条第１項又は同法第２０条第２

項の規定による届出又は通知をいう。 

(７) 完了報告書 法第６０条の規定による容積率の特例の適用を

受けた建築物の建築工事が完了した旨の報告書（第４号様式）を

いう。 

(８) 工事監理報告書 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第

２０条第３項に規定する工事監理報告書又は建設工事の受注者に

よる発注者への工事完了の報告書をいう。 

（事前審査） 

第３条 申請者は、認定申請に先立ち、別表に定める適合証等に関し

審査機関による技術的審査（以下「事前審査」という。）を受けるこ

とができる。 

（認定申請等の提出） 

第４条 申請書等の様式、添付図書、記載事項等は、都市の低炭素化

の促進に関する法律施行規則（平成２４年国土交通省令第８６号。

以下「規則」という。）による。 

２ 申請者は、法第６０条の規定による容積率の特例の適用を受けよ

うとする場合には、申請書等の第二面の備考欄に、容積率の特例の

適用を受ける部分の用途、当該部分の床面積を記載するものとする。 

３ 申請書等の提出部数は、次の各号のとおりとする。 

(１) 事前審査を受けた場合は、正本１部、副本１部 

(２) 事前審査を受けていない場合は、正本 1 部、副本２部 

４ 申請書等に併せて、認定申請に係る建築物の建築確認を受けるこ

とを申し出る場合の確認の申請書及び関係書類は次の各号のとおり

とする。 

(１) 正本１部（建築基準法施行規則（昭和２５年建設省令第４０

号）第１条の３の各号に掲げる図書及び書類とする。ただし、同

条に規定する図書の種類ごとの明示すべき事項について第２項の



 

添付図書に明示したときは、当該図書を添付しないことができ

る。） 

(２) 建築基準法第１５条第１項に規定する建築工事届又は建築物

除却届１部 

(３)  建築基準法第６条の３第１項に規定する構造計算適合性判

定を要する場合は、同条第４項に基づく通知書又はその写し１部 

５ 規則第４１条第１項に定める、添付が必要と認める図書は、次の

とおりとする。 

(１)  適合証等 申請者は、事前審査を受けている場合は、適合証

及び当該副本又は副本の写しを、申請書等の添付図書として提出

すること。この場合において、適合証等の原本は、第３項に定め

る副本に添付するものとする。 

(２) 住宅型式性能認定等の証書 建築物に係るエネルギーの使用

の合理化の一層の促進その他の建築物の低炭素化の促進のために

誘導すべき基準（平成２４年経済産業省・国土交通省・環境省告

示第１１９号）Ⅱ.第１第６項に規定する劣化対策等級３への適合

状況を確認する場合で、住宅の品質確保の促進等に関する法律（平

成１１年法律第８１号）第３３条第１項の規定に基づく、型式住

宅部分等製造者認証書が添付された場合においては、当該事項に

係る図書を添付することを要しないものとする。 

（申請書等の審査） 

第５条 市長は、規則第４２条の工事の着手予定時期の記載により、

工事着手前に申請が行われていることを確認するものとする。 

２ 市長は、建築確認申請が併せて行われた場合は、建築基準法施行

規則に基づき添付書類等の確認を行い、速やかに建築主事に通知す

るものとする。 

３ 建築主事は、前項の通知を受け審査し建築基準関係規定に適合す

ることを認めたときは、市長に対して確認済証を交付するものとす

る。 

４ 市長は、事前審査を受けている場合は、適合証が添付され、添付



 

図書に技術的審査が終了した旨の押印がされていることを確認する

ものとする。 

５ 市長は、事前審査を受けていない場合は、審査機関に技術的審査

を委託することができるものとする。 

６ 市長から技術的審査を受託した審査機関は、速やかに審査を行い、

審査の結果を文書により市長に通知するものとする。 

７ 市長は、申請書等の内容が基準に適合すると認められる場合には

認定を行い、低炭素建築物新築等計画認定通知書（以下「認定通知

書」という。）に申請書の副本（建築確認申請が併せて行われた場合

は、確認の申請書の副本を含む。）及びその添付図書を添えて、申請

者に交付するものとする。 

８ 市長は、認定を行った場合、当該建築物が建築物省エネ法の規定

による届出をしなければならない建築物に該当する場合には、認定

通知書の写しに副本を添付し、保管するものとする。 

９ 第７項の認定を受けた者又は認定低炭素建築物の譲渡を受けた者

（以下「認定建築士等」という。）は、当該建築物が建築物省エネ法

の規定による届出をしなければならない建築物に該当する場合で、

当該建築物の所有関係に変更が生じた場合においては、認定建築主

等変更届（第１号様式）を提出するものとする。 

１０ 市長は、第７項の認定をしない場合には、不認定通知書（第２

号様式）を交付するものとする。 

１１ 市長は、申請書等を受理してから認定するまでの間に、申請者

から取下げの申し出があった場合には、取下げ届（第３号様式）を

提出させ、申請書類一式を申請者に返却するものとする。 

１２ 第１項から前項までの規定は、法第５５条第 1 項の変更の認定

について準用する。この場合において、第７項中「低炭素建築物新

築等計画認定通知書」とあるのは、「低炭素建築物新築等計画変更認

定通知書」と読み替えるものとする。 

（完了の報告等） 

第６条 認定建築主は、認定を受けた建築物の工事を完了したときは、



 

認定低炭素建築物等計画に従って建築工事が行われた旨を建築士が

確認し、速やかに完了報告書（第４号様式）を提出しなければなら

ない。 

（認定の取消し） 

第７条 市長は、認定通知後、当該認定建築主において法第５７条の

規定に基づく改善命令に対する違反が認められた場合又は、認定建

築主等から、認定低炭素建築物新築等計画に基づく建築物の新築等

を取りやめる旨の申出書の提出があった場合は、認定の取消しを行

い、当該認定建築主等に対し、認定取消通知書（第５号様式）を交

付するものとする。 

（文書の保存期間） 

第８条 台帳の保存期間は、永年とする。 

２ 申請書等の保存期間は、法第６０条の容積率の特例を受ける場合

は、永年とし、その他の場合は、第５条第７項の認定をした日の属

する年度の末日から起算して、１０年とする。 

附 則 

この要領は、平成２５年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要領は、平成２７年６月１日から施行する。 

  附 則 

この要領は、平成２９年４月１日から施行する。 



 

別表（適合証等） 

対象建築物  適合証等  審査機関等  

全ての建築物  適合証（法第５４条第１項各号に

掲げる基準に適合していることを

証する書類。）。  

第２条（３）で定め

る審査機関（登録建

築物エネルギー消費

性能判定機関又は登

録住宅性能評価機関

※）  

一戸建ての住宅、共

同住宅等、複合建築

物 の う ち 住 戸 の 部

分  

品確法第６条第１項に規定する設

計住宅性能評価書（日本住宅性能

評価基準に基づく断熱等性能等級

４及び一次エネルギー消費量等級

５に適合している場合に限る。）の

写し。  

登録住宅性能評価機

関  

※複合建築物の適合証に係る審査機関は、登録建築物エネルギー消費

性能判定機関かつ登録住宅性能評価機関であるものに限る。 

 


